
京都市消費生活条例の一部を改正する条例（平成２８年３月３０日京都市条例第   号）

（文化市民局くらし安全推進部消費生活総合センター） 

 不当景品類及び不当表示防止法等の一部を改正する等の法律（平成２６年法律第７１

号）の施行により消費者安全法の一部が改正され，消費生活センターの組織及び運営に

関する事項並びに消費生活相談等の事務の実施により得られた情報の安全管理に関す

る事項を条例で定めなければならないこととなることに伴い，これらの事項を定めるこ

ととしました。 

 また，京都市消費生活審議会の部会の設置及び決議等に関し，規定を整備することと

しました。 

  この条例は，平成２８年４月１日から施行することとしました。 

５９



京都市消費生活条例の一部を改正する条例を公布する。 

  平成２８年３月３０日 

                         京都市長  門 川 大 作 

京都市条例第   号 

   京都市消費生活条例の一部を改正する条例 

 京都市消費生活条例の一部を次のように改正する。 

 目次中「第４章 消費生活審議会（第３６条～第４０条）」を
「第４章 消費生活セン

 第５章 消費生活審議

ターの組織及び運営等（第３６条） 
に，「第５章」を「第６章」に，「第４１条」を「 

会（第３７条～第４３条）    」

第４４条」に改める。 

 第２８条第１項中「第３６条」を「第３７条」に改める。 

 第４１条を第４４条とする。 

 第５章を第６章とする。 

 第４章中第４０条を第４３条とし，第３９条を第４０条とし，同条の次に次の２条を加

える。 

（秘密を守る義務） 

第４１条 委員（専門委員を含む。）は，職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その

職を退いた後も，同様とする。 

（部会） 

第４２条 審議会は，特定又は専門の事項を調査し，及び審議させるため必要があると認

めるときは，部会を置くことができる。 

２ 審議会は，その定めるところにより，部会の決議をもって審議会の決議とすることが

できる。 

 第３８条を第３９条とし，第３７条を第３８条とし，第３６条を第３７条とする。 

 第４章を第５章とし，第３章の次に次の１章を加える。 

   第４章 消費生活センターの組織及び運営等 

第３６条 消費者安全法第１０条第２項に規定する機関について同法第１０条の２第１項

の規定に基づき条例で定める事項は，消費者安全法施行規則第８条に定める事項とする。 
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 附則第２項の前の見出しを削り，同項を次のように改める。 

（検討） 

２ 本市は，第３６条の規定において引用する消費者安全法施行規則の規定が改正された

ときは，速やかに，同条の規定の改正の要否を検討し，その結果に基づき，本市の区域

の実情に応じた基準の策定に取り組まなければならない。 

 附則第３項から第５項までを削る。 

   附 則 

 この条例は，平成２８年４月１日から施行する。 

（文化市民局くらし安全推進部消費生活総合センター）   


